
平成 23 年５月 20 日 

各  位 

会 社 名 ト ラ ス コ 中 山 株 式 会 社 

                                                                              代表者名 代表取締役社長 中山哲也 

                                                                    （コード 9830 東証・大証一部） 

                                                                          問合せ先 取締役経営管理本部長 藪野忠久 

                                                                                      （TEL． 06 － 6543 － 0971） 

 

（訂正） 

「平成 23 年３月期決算短信〔日本基準〕（非連結）」の一部訂正に関するお知らせ 

 

平成 23 年５月９日 13 時 00 分に公表いたしました「平成 23 年３月期決算短信〔日本基準〕

（非連結）」について訂正がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、訂正箇

所には下線を付しています。 

 

記 

 

１．訂正内容 

  「平成 23 年３月期決算短信〔日本基準〕（非連結）」 

   26 ページ ３．財務諸表、（８）財務諸表に関する注記事項、（税効果会計関係） 

 

２．訂正理由 

  単位を間違えて記載していたため、以下のとおり訂正いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（26 ページ） 

【訂正前】 

（税効果会計関係） 

第 47 期 

（平成 22 年３月 31 日） 

第 48 期 

（平成 23 年３月 31 日） 

１ 繰延税金資産・繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

①流動の部 

繰延税金資産 

未払事業税         87 百万円

賞与引当金        307 百万円

未払金          114 百万円

その他          202 百万円

繰延税金資産計       710 百万円

繰延税金資産の純額     710 百万円

②固定の部 

  繰延税金資産 

   役員退職慰労引当金     67 百万円

   減損損失         377 百万円

   その他          103 百万円

   繰延税金資産小計     547 百万円

   評価性引当額       △67 百万円

   繰延税金資産合計     480 百万円

  繰延税金負債 

   買換資産圧縮積立金    △79 百万円

   その他有価証券評価差額金 △60 百万円

  繰延税金負債計          △139 百万円

 繰延税金資産の純額     341 百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計の適用後の法人税等の負担率の差異の内訳 

法定実効税率         40.4％

  （調整） 

  住民税均等割額         3.2％

  交際費等永久に損金に算入されない項目    2.5％

  評価性引当額                   2.1％

  その他                         1.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  50.1％

１ 繰延税金資産・繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

①流動の部 

繰延税金資産 

未払事業税        119 百万円

賞与引当金        310 百万円

未払金          185 百万円

その他          263 百万円

繰延税金資産計       878 百万円

繰延税金資産の純額     878 百万円

②固定の部 

  繰延税金資産 

   役員退職慰労引当金     67 百万円

   減損損失         350 百万円

   その他            129 万円

   繰延税金資産小計     546 百万円

   評価性引当額       △67 百万円

   繰延税金資産合計     479 百万円

  繰延税金負債 

   買換資産圧縮積立金    △92 百万円

   その他有価証券評価差額金 △45 百万円

  繰延税金負債計          △137 百万円

 繰延税金資産の純額     341 百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計の適用後の法人税等の負担率の差異の内訳 

  法定実効税率         40.4％ 

  （調整） 

  住民税均等割額         1.9％ 

  交際費等永久に損金に算入されない項目    0.7％ 

  その他                       △0.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  43.0％ 

 



 

【訂正後】 

（税効果会計関係） 

第 47 期 

（平成 22 年３月 31 日） 

第 48 期 

（平成 23 年３月 31 日） 

１ 繰延税金資産・繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

①流動の部 

繰延税金資産 

未払事業税         87 百万円

賞与引当金        307 百万円

未払金          114 百万円

その他          202 百万円

繰延税金資産計       710 百万円

繰延税金資産の純額     710 百万円

②固定の部 

  繰延税金資産 

   役員退職慰労引当金     67 百万円

   減損損失         377 百万円

   その他          103 百万円

   繰延税金資産小計     547 百万円

   評価性引当額       △67 百万円

   繰延税金資産合計     480 百万円

  繰延税金負債 

   買換資産圧縮積立金    △79 百万円

   その他有価証券評価差額金 △60 百万円

  繰延税金負債計          △139 百万円

 繰延税金資産の純額     341 百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計の適用後の法人税等の負担率の差異の内訳 

法定実効税率         40.4％

  （調整） 

  住民税均等割額         3.2％

  交際費等永久に損金に算入されない項目    2.5％

  評価性引当額                   2.1％

  その他                         1.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  50.1％

１ 繰延税金資産・繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

①流動の部 

繰延税金資産 

未払事業税        119 百万円

賞与引当金        310 百万円

未払金          185 百万円

その他          263 百万円

繰延税金資産計       878 百万円

繰延税金資産の純額     878 百万円

②固定の部 

  繰延税金資産 

   役員退職慰労引当金     67 百万円

   減損損失         350 百万円

   その他          129 百万円

   繰延税金資産小計     546 百万円

   評価性引当額       △67 百万円

   繰延税金資産合計     479 百万円

  繰延税金負債 

   買換資産圧縮積立金    △92 百万円

   その他有価証券評価差額金 △45 百万円

  繰延税金負債計          △137 百万円

 繰延税金資産の純額     341 百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計の適用後の法人税等の負担率の差異の内訳 

   法定実効税率         40.4％

   （調整） 

   住民税均等割額         1.9％

   交際費等永久に損金に算入されない項目    0.7％

   その他                       △0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  43.0％

以上 


